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令和３年度第１０回庁議提案  審議・報告・その他 

                  提 出 日：令和３年８月２４日 

                  担当部・課：復興政策部 SDGs 地域戦略推進室〔内線４２２３〕 

① 件  名 

地域再生計画（地方創生応援税制）の策定について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

 

【背景】 

本市では、現在、２つの地域再生計画について内閣総理大臣の認定を受け、石巻市まち・ひと・

しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）に位置付く３つの事業で地方創生応援税制（以下

「企業版ふるさと納税」という。）を活用している。 

同制度は、令和２年度税制改正において、総合戦略に位置付く事業を大括り化した包括的な地域

再生計画の認定申請が可能となった。 

なお、包括的な地域再生計画の認定後は、個別事業ごとの地域再生計画の認定手続きを経ること

なく、総合戦略に位置付く幅広い事業の中から充当事業を選択し、企業版ふるさと納税の寄附を活

用することができることとなる。 

 

【目的】 

令和３年度を始期とする第二次石巻市総合計画（総合戦略と一体的に策定）の策定に合わせ、企

業版ふるさと納税に係る包括的な地域再生計画の認定を受けることにより、民間資金を活用した地

方創生の取組を推進する。 

 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令】 

 地域再生法（平成１７年法律第２４号） 

地域再生法施行令（平成１７年政令第１５１号） 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕】 

 石巻市総合計画基本計画 

  第１章 ともに創る協働のまち 

   第４節 安定した行財政運営を構築する １ 持続可能な行財政運営を推進する 

 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

  

平成２７年１２月 総合戦略策定 

平成２８年 ８月 地域再生計画認定（交流人口拡大プロジェクト及び雇用創出拡大プロジェクト） 

      １２月 総合戦略一部改訂（ＫＰＩの見直し等） 

 令和 ２年 ３月 地域再生計画変更認定（令和２年度まで１年間延長） 

 令和 ３年 ３月 地域再生計画変更認定（令和３年度まで１年間延長及び活用事業追加） 
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⑤ 主な内容 

 

 包括的な計画の認定申請 

  総合戦略に位置付く事業を大括り化した包括的な地域再生計画の認定申請を行う。 

 (1) 計画の名称  石巻市まち・ひと・しごと創生推進計画 

 (2) 計 画 期 間  地域再生計画の認定日～令和７年３月３１日（税制特例の適用期限） 

 

  ※ 寄附の対象となる事業について 

    ① 原則として地域再生計画の認定後に着手する事業であること 

    ② 既存の住民サービスとして行ってきた事業について、寄附を契機として質的又は量的な

変化があることを明確に説明できる場合には対象となり得る。 

    ③ 国の補助金や交付金の対象となる事業の地方負担分については、原則として寄附を充て

ることはできない。（ただし、地方創生に関連する国の補助金・交付金の地方負担分につい

ては、併用が認められるものがある。） 

 

 ※ 現在の寄附活用事業については、現行の地域再生計画の計画期間満了後（令和４年４月１日

以降）も、今回認定申請を行う包括的な地域再生計画に基づき引き続き企業版ふるさと納税の

寄附の活用が可能 

 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 

【影響・効果】 

企業版ふるさと納税を活用し、本市の地方創生に係る取組を促進することが可能となる。 

 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 

宮城県内の企業版ふるさと納税活用実績（宮城県及び２２市町村） 

 宮城県、 

 １２市（仙台市、石巻市、気仙沼市、名取市、角田市、多賀城市、岩沼市、登米市、栗原市、 

東松島市、大崎市、富谷市） 

 １０町村（村田町、川崎町、丸森町、亘理町、松島町、利府町、大郷町、大衡村、加美町、 

南三陸町） 

  ※下線は包括的な計画の認定自治体：宮城県及び１７市町村 

 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

 

 令和３年 ９月上旬 地域再生計画認定申請書の提出 

令和３年１１月上旬 地域再生計画の認定見込 

 

⑨ その他 

 

現行の地域再生計画及び寄附を活用している事業 

  (1) 交流人口拡大プロジェクト 

    ・石巻市複合文化施設開館記念事業及び博物館展示事業 

(2) 雇用創出拡大プロジェクト 

  ・奨学金返還支援事業 

  ・創業支援補助事業 

 

 

 


